
（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

1.3
0 0 5,051 0 5,051 3.5

1,438 1,900

13,757 19,408 0 5,651

0 462
57,194 43,057 0 -14,137

2,410 0 54
36,431 35,462 0 -969

2,134
25,467
1,963

57,209
917

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   
補償、補填及び賠償金                    

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

21

使用料及び賃借料                      
18

節

250
772 1,120 858 0

0 -876
-314

-262

 1

3,007 5,013 5,263 0

2,356

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

02-01-02-01-01/0130500000/0505 1
社会保障・税番号制度システム整備費補助金

名　　　　　　　称
充 当 額

146,515
-5,090
100.0

構成比(%)

-5,090
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

17.1
5.5

1.6

3.6

0.0

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

104 205,074 248,680 250,598

248,680

事業区分１

 

 

 

 

01

01

01

総務費

総務管理費 206,483

  重点ヒアリング 連結区分１

117,583

要求出力段階

157,000

15,114 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

151,605

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
1本年度予算額

国庫支出金 県支出金

22,508 25,866

0.0構成比(%)
0

1 0

0.0

24,990
3,606 8,430 8,116 0

0.6

事業区分３

151,605

24.2
13.2
29.4

250,310 252,228

非主要

1,918

0 1,918

0

1,918

250,598

-5,090

0

0

0

-5,090

 連結区分３  

一般事務費

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業151,605 146,515 0

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

205,074

117,583 146,515

一般管理費

０２０１０１０１

一般事務費

増減額0130500000

会計

所属

17,187,742 16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

 

款

項

目

事業１

査定額

343,507274,376

16,591,000

328,393

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 

151,604
0 0 0 146,514

0
0



    該当なし

      これまで、会計年度任用職員が担ってきたレセプト点検外部委託化による人件費の削減

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 7年 2月12日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

104

一般事務費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：151,605千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　安定した国民健康保険事業の運営に努めた。
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業の運営に努める。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    現行の被保険者証の有効期間が本年7月末となっているため、的確に事務処理を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：117,583千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：146,515千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険事業を運営するために必要な資格管理等事務費、会計年度任用職員等の人件費
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01

事業１



款

目

010

01

001

令和 7年 2月12日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一般事務費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

104

一般事務費

-7-

当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０１

総務費

一般管理費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
1,630

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

総務費

総務管理費 206,483

1,630

105 1,409 1,630 1,630

1,630

要求出力段階

157,000

15,114 目
的1,918

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1,630

1,409

01

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

1,409 1,630

0.0
0

1,630

1,630

 連結区分３  

事業区分３

250,310 252,228

非主要

0

0 0

0

1,630 1,630 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

1,409

1,409 1,630

連合会負担金

０２０１０１０２

国保連合会負担金

国保連合会負担金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

343,507274,376

16,591,000

328,393

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

1,630
0 0 0 1,630

0
0

0



　　該当なし

　　　該当なし

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国保連合会負担金

国保年金課

02

所属

105

国保連合会負担金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：1,630千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出
　　・令和6年度　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出

５　令和6年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費の拠出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：1,409千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,630千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　国保連合会が行う診療報酬の審査及び支払事務処理に対する事務費を拠出するもの。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を　

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０２

総務費

連合会負担金

項 01

事業１



款

目

010

01

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国保連合会負担金

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

105

国保連合会負担金
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当 初 予 算

総務管理費

０２０１０１０２

総務費

連合会負担金

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

53.1
8 22 0 0 -22 0.0

42,811 47,041 0 4,230
972 926 0 -46

17,532 24,468 0 6,936
6,591 6,683 0 92

1,664
15,047
4,128
1,365

40,547

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   
公課費                           

12
13

旅費                            
需用費                           
役務費                           
委託料                           

01
03
04
08
10
11

26

使用料及び賃借料                      
18

節

-23
21 34 10 0

0 549
238

-24

0

376 535 512 0

2,295

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
88,663
13,187
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

4.5
1.7

4.0

0.6

0.0
13,187

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

徴税費 66,701

88,663

106 66,701 75,476 88,663

75,476

要求出力段階

157,000

15,114 目
的13,187

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

75,476

66,701

01

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

425 1,278 1,516 0

国庫支出金 県支出金

3,121 3,406

0.0
0

3,955

3,552 0 1,257
0.0

75,476

27.6
7.5
1.0

 連結区分３  

事業区分３

75,476 88,663

非主要

13,187

0 13,187

0

75,476 88,663 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

13,187

13,187

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

66,701

66,701 88,663

賦課徴収費

０２０１０２０１

保険税賦課徴収費

保険税賦課徴収費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

343,507274,376

16,591,000

328,393

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

75,476
0 0 0 88,663

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      電算使用料負担金の増額及び勤勉手当の新規計上による人件費の増

款

目

010

01

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税賦課徴収費

国保年金課

01

所属

106

保険税賦課徴収費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：66,701千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、地方税法第703条の4、秦野市国民健康保険税条例、同施行規則等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    安定した国民健康保険事業を運営するため、引き続き、関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　安定した国民健康保険事業の運営のため、関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努めた。
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業の運営のため、関係課と連携して国民健康保険税の収納率の向上に努める。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：75,476千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：88,663千円（　　）

　　　　・内　　容　保険税賦課通知の発送のための委託料や収納のための事務経費、債権回収課の会計年度任用職員人件費等
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　　　　　　　保険税の賦課、収納管理及び滞納整理業務の充実を図り、安定した国民健康保険事業を運営する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

徴税費

０２０１０２０１

総務費

賦課徴収費

項 02

事業１



款

目

010

01

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税賦課徴収費

国保年金課

01

所属

事業２

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　741千円（741千円）
　　　　・内　容　預金調査システムの活用
　　　　　　　　　LGWAN回線を使用した預金調査システムにより、財産調査機関の短縮による差押え等、滞納処分の

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　　　　　　迅速化、事務処理の効率化による徴収率の向上につなげる。
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし
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保険税賦課徴収費
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当 初 予 算

徴税費

０２０１０２０１

総務費

賦課徴収費

項 02



（単位：千円）

-36-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
報酬                            
旅費                            
需用費                           

01
08
10

節

0

0 0
0

0

0 8 8 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
546

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

93.8
4.7
1.5

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

運営協議会費 345

546

107 345 546 546

546

要求出力段階

157,000

15,114 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

546

345

01

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

13 26 26 0

国庫支出金 県支出金

332 512

0.0
0

512

546

 連結区分３  

事業区分３

546 546

非主要

0

0 0

0

546 546 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

345

345 546

運営協議会費

０２０１０３０１

国保運営協議会運営費

国保運営協議会運営費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

343,507274,376

16,591,000

328,393

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

546
0 0 0 546

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
　　　該当なし

款

目

010

01

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国保運営協議会運営費

国保年金課

01

所属

107

国保運営協議会運営費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：345千円（　　）

　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

　　安定した国民健康保険事業を運営するため、引き続き、国民保険運営協議会を開催し、意見を求める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、意見を求めた。
　　・令和6年度　安定した国民健康保険事業を運営するため、国民保険運営協議会を開催し、意見を求める。

　　該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果　該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　 千円（　　）

　　　　・計　　画　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：546千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：546千円（　　）

　　　　・内　　容　国保事業に関する重要事項を審議するため国民健康保険法第11条及び秦野市国民健康保険条例第2条に基づ
　　　　　　　　　き国民健康保険運営協議会を設置し、国民健康保険事業に対する協議を行う。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

運営協議会費

０２０１０３０１

総務費

運営協議会費

項 03

事業１



款

目

010

01

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国保運営協議会運営費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　千円（　　千円）

　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）

（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　千円（　　千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし
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国保運営協議会運営費
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当 初 予 算

運営協議会費

０２０１０３０１

総務費

運営協議会費

項 03



（単位：千円）

-40-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           

10
11

節
0 45

-36

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
2,070

9
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

87.0
13.0

0.0
9

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

総務費

趣旨普及費 847

2,070

108 847 2,061 2,070

2,061

要求出力段階

157,000

15,114 目
的9

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

2,061

847

01

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

209 306 270 0

国庫支出金 県支出金

637 1,755

0.0
0

1,800

2,061

 連結区分３  

事業区分３

2,061 2,070

非主要

9

0 9

0

2,061 2,070 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

9

9

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

847

847 2,070

趣旨普及費

０２０１０４０１

被保険者啓発事業費

被保険者啓発事業費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

343,507274,376

16,591,000

328,393

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

2,061
0 0 0 2,070

0
0

0



　　該当なし

　　　残薬調整及びジェネリック医薬品の利用促進用チラシ作成のため、印刷製本費の増

款

目

010

01

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３被保険者啓発事業費

国保年金課

01

所属

108

被保険者啓発事業費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：2,061千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知し、医療費の適正化に努めた。
　　・令和6年度　国民健康保険制度の趣旨について、引き続き、被保険者に周知し、医療費の適正化に努める。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　国民健康保険制度の趣旨について、引き続き、被保険者に周知し、医療費の適正化に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　果　該当なし　
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：  847千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,070千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　被保険者証の発送時に同封するパンフレット等の作成。
　　　　・目　　的　国民健康保険制度の趣旨について、被保険者に周知を図る。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

趣旨普及費

０２０１０４０１

総務費

趣旨普及費

項 04

事業１



款

目

010

01

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３被保険者啓発事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
　　　該当なし
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被保険者啓発事業費
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当 初 予 算

趣旨普及費

０２０１０４０１

総務費

趣旨普及費

項 04



（単位：千円）

-45-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 300,000

 9,900,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 9,900,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

9,900,000
300,000

100.0

構成比(%)

0
0.0 0.0

査定額 増減額

0300,001 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

109 9,859,231 9,600,000 9,900,000

9,600,000

事業区分１

 

 

 

 

02

01

01

保険給付費

療養諸費 9,974,450

  重点ヒアリング 連結区分１

9,859,231

要求出力段階

157,000

398,374 目
的

増減額

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

9,600,000

事業性質区分 主体区分

100.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

9,859,231 9,600,000

0.0構成比(%)
-1

1 9,599,999

0.0

9,900,000

事業区分３

9,600,000

9,718,001 10,019,001

非主要

300,000

0 300,000

0

301,000

9,900,000

300,000

0

0

0

300,000

 連結区分３  

療養給付費

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業9,600,000 9,900,000 0

国保年金課

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

9,859,231

9,859,231 9,900,000

療養給付費

０２０２０１０１

療養給付費

増減額0130500000

会計

所属

17,187,742 16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

 

款

項

目

事業１

査定額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 

0
9,900,000 0 0 0

0
0



　　該当なし

　　　一人当たり医療費の増

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養給付費

国保年金課

01

所属

109

療養給付費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）： 9,600,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第36条
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　医療費のうち保険者負担分を給付
　　・令和6年度　医療費のうち保険者負担分を給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　医療費の適正化に向け、特定健診受診率の向上を図るとともに、国保財政について周知啓発を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　果　該当なし　
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）： 9,859,231千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）： 9,900,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）  ：　　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第36条で定める医療費のうち保険者負担分を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-46-

当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０１

保険給付費

療養給付費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養給付費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

109

療養給付費
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０１

保険給付費

療養給付費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 1,000

 87,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 87,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
87,000
1,000
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

療養諸費 9,974,450

87,000

111 84,903 86,000 87,000

86,000

要求出力段階

157,000

398,374 目
的301,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

86,000

84,903

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 86,000

0.0 100.0
1,000

国庫支出金 県支出金

84,903 86,000

0.0
0

87,000

86,000

 連結区分３  

事業区分３

9,718,001 10,019,001

非主要

1,000

0 1,000

0

86,000 87,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,000

1,000

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

84,903

84,903 87,000

療養費

０２０２０１０３

療養費

療養費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
87,000 0 0 0

0
0

0



　　該当なし

　　　一人当たり医療費の増

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養費

国保年金課

02

所属

111

療養費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：86,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第54条、秦野市国民健康保険条例第5条及び同施行規則第7条
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 療養費の給付
　　・令和6年度 療養費の給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　療養費の給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果　該当なし
　　　　・目 標 値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：84,903千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：87,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第54条、秦野市国民健康保険条例第5条及び同施行規則第7条で定める療養費を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０３

保険給付費

療養費

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養費

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

111

療養費
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０３

保険給付費

療養費

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 0

 32,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 32,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
32,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

保険給付費

療養諸費 9,974,450

32,000

113 30,316 32,000 32,000

32,000

要求出力段階

157,000

398,374 目
的301,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

32,000

30,316

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 32,000

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

30,316 32,000

0.0
0

32,000

32,000

 連結区分３  

事業区分３

9,718,001 10,019,001

非主要

0

0 0

0

32,000 32,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

30,316

30,316 32,000

審査支払手数料

０２０２０１０５

診療報酬明細審査手数料

診療報酬明細審査手数料

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
32,000 0 0 0

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      該当なし

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３診療報酬明細審査手数料

国保年金課

03

所属

113

診療報酬明細審査手数料事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　30,316千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第45条第4～5項

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い
　　・令和6年度 国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数料の支払い

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　32,000千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　32,000千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第45条第4～5項の規定により、国民健康保険団体連合会に対する診療報酬請求書の審査手数
　　　　　　　　　　料
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０５

保険給付費

審査支払手数料

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３診療報酬明細審査手数料

国保年金課

03

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

113

診療報酬明細審査手数料
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０５

保険給付費

審査支払手数料

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 1

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-02/0130500000/0505 1
特別調整交付金分（市町村向け）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
1
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

保険給付費

療養諸費 9,974,450

1

224 0 1 1

1

要求出力段階

157,000

398,374 目
的301,000

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1

0

02

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 1

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

0 1

0.0
0

1

1

 連結区分３  

事業区分３

9,718,001 10,019,001

 

0

0 0

0

1 1 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 1

傷病手当金

０２０２０１０６

傷病手当金

傷病手当金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
1 0 0 0

0
0

0



　　　　　　　　う。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

款

目

010

02

001

    傷病手当金の支給（令和7年4月申請まで受付）

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３傷病手当金

国保年金課

04

所属

224

傷病手当金事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　 0千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市国民健康保険条例附則

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給し、経済的支援を行
　　　　　　　　った。 

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    該当なし

　　・令和6年度 新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給し、経済的支援を行

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 0千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　 1千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　 1千円（　　）

　　　　・内　　容　新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給する。
　　　　・目　　的　新型コロナウイルス感染症に感染した被保険者の休業期間の補償として傷病手当金を支給し、経済的支援を
　　　　　　　　　行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０６

保険給付費

傷病手当金

項 01

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３傷病手当金

国保年金課

04

所属

事業２

（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

　　該当なし

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組

　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（1） 増減理由
      該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

224

傷病手当金
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当 初 予 算

療養諸費

０２０２０１０６

保険給付費

傷病手当金

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 100,000

 1,700,000

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 1,700,000
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
1,700,000

100,000
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

高額療養費 1,505,646

1,700,000

114 1,503,953 1,600,000 1,700,000

1,600,000

要求出力段階

157,000

398,374 目
的99,875

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1,600,000

1,503,953

02

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 1,600,000

0.0 100.0
100,000

国庫支出金 県支出金

1,503,953 1,600,000

0.0
0

1,700,000

1,600,000

 連結区分３  

事業区分３

1,602,625 1,702,500

非主要

100,000

0 100,000

0

1,600,000 1,700,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

100,000

100,000

国民健康保険事業特別会計

  

1,503,953

1,503,953 1,700,000

高額療養費

０２０２０２０１

高額療養費

高額療養費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
1,700,000 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      一人当たり医療費の増

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３高額療養費

国保年金課

01

所属

114

高額療養費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：1,600,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の2
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 高額療養費の給付
　　・令和6年度 高額療養費の給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    適正な給付等のため、申請の簡素化を実施

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：1,503,953千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,700,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 　千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の2で定める高額療養費を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０１

保険給付費

高額療養費

項 02

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３高額療養費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

114

高額療養費
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当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０１

保険給付費

高額療養費

項 02



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -125

 2,500

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 2,500
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
2,500
-125

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

高額療養費 1,505,646

2,500

116 1,693 2,625 2,500

2,625

要求出力段階

157,000

398,374 目
的99,875

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

2,625

1,693

02

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 2,625

0.0 100.0
-125

国庫支出金 県支出金

1,693 2,625

0.0
0

2,500

2,625

 連結区分３  

事業区分３

1,602,625 1,702,500

非主要

-125

0 -125

0

2,625 2,500 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-125

-125

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

1,693

1,693 2,500

高額介護合算療養費

０２０２０２０３

高額介護合算療養費

高額介護合算療養費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
2,500 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      対象者の減少による減

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３高額介護合算療養費

国保年金課

02

所属

116

高額介護合算療養費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：2,625千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の3
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 高額介護合算療養費の給付
　　・令和6年度 高額介護合算療養費の給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    高額介護合算療養費の給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：1,693千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,500千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の3で定める高額介護合算療養費を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０３

保険給付費

高額介護合算療養費

項 02

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３高額介護合算療養費

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

116

高額介護合算療養費
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当 初 予 算

高額療養費

０２０２０２０３

保険給付費

高額介護合算療養費

項 02



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

 149

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-01-01/0130500000/0505 149
保険給付費等交付金（普通交付金）

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

0
149

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

移送費 68

149

118 68 149 149

149

要求出力段階

157,000

398,374 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

149

68

02

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 149

0.0 100.0
0

国庫支出金 県支出金

68 149

0.0
0

149

149

 連結区分３  

事業区分３

149 149

非主要

0

0 0

0

149 149 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

68

68 149

移送費

０２０２０３０１

移送費

移送費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
149 0 0 0

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３移送費

国保年金課

01

所属

118

移送費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　149千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第57条の4
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 移送費の給付
　　・令和6年度 移送費の給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    移送費の給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　 68千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　149千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第57条の4で定める移送費を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険制度の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

移送費

０２０２０３０１

保険給付費

移送費

項 03

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３移送費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

118

移送費
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当 初 予 算

移送費

０２０２０３０１

保険給付費

移送費

項 03



（単位：千円）

-73-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -2,500

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
42,500
-2,500
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-2,500

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

出産育児諸費 35,919

42,500

120 35,904 45,000 42,500

45,000

要求出力段階

157,000

398,374 目
的-2,501

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

45,000

35,904

02

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

35,904 45,000

0.0
0

42,500

45,000

 連結区分３  

事業区分３

45,019 42,518

非主要

-2,500

0 -2,500

0

45,000 42,500 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-2,500

-2,500

国民健康保険事業特別会計

政策的経費事業  

35,904

35,904 42,500

出産育児一時金

０２０２０４０１

出産育児一時金

出産育児一時金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

45,000
0 0 0 42,500

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      対象者の減少による減

款

目

010

02

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３出産育児一時金

国保年金課

01

所属

120

出産育児一時金事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：35,904千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等　
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第6条及び同施行規則第8条

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    出産育児一時金の給付

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 出産育児一時金の給付
　　・令和6年度 出産育児一時金の給付

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：45,000千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：42,500千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第6条及び同施行規則第8条で定める出産
　　　　　　　　　　育児一時金を給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０１

保険給付費

出産育児一時金

項 04

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３出産育児一時金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

120

出産育児一時金
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当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０１

保険給付費

出産育児一時金

項 04



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 -1

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
18
-1

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-1

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

保険給付費

出産育児諸費 35,919

18

121 15 19 18

19

要求出力段階

157,000

398,374 目
的-2,501

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

19

15

02

04

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

15 19

0.0
0

18

19

 連結区分３  

事業区分３

45,019 42,518

非主要

-1

0 -1

0

19 18 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-1

-1

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

15

15 18

出産育児一時金手数料

０２０２０４０２

出産育児一時金手数料

出産育児一時金手数料

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

19
0 0 0 18

0
0

0



    該当なし

      対象者の減少による減

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３出産育児一時金手数料

国保年金課

02

所属

121

出産育児一時金手数料事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　19千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出
　　・令和6年度 出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　15千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　18千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　出産育児一時金の直接払い制度に伴う手数料を国民健康保険団体連合会に支出
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０２

保険給付費

出産育児一時金手数料

項 04

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３出産育児一時金手数料

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

121

出産育児一時金手数料
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当 初 予 算

出産育児諸費

０２０２０４０２

保険給付費

出産育児一時金手数料

項 04



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
13,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保険給付費

葬祭諸費 12,500

13,000

122 12,500 13,000 13,000

13,000

要求出力段階

157,000

398,374 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

13,000

12,500

02

05

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

12,500 13,000

0.0
0

13,000

13,000

 連結区分３  

事業区分３

13,000 13,000

非主要

0

0 0

0

13,000 13,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

12,500

12,500 13,000

葬祭費

０２０２０５０１

葬祭費

葬祭費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

11,777,16811,528,584

16,591,000

11,378,794

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

13,000
0 0 0 13,000

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

02

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３葬祭費

国保年金課

01

所属

122

葬祭費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　13,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第7条および同施行規則第9条
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 葬祭費の給付
　　・令和6年度 葬祭費の給付

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    葬祭費の給付

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　12,500千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　13,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　国民健康保険法第58条第1項、秦野市国民健康保険条例第7条および同施行規則第9条で定める葬祭費の給付
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

葬祭諸費

０２０２０５０１

保険給付費

葬祭費

項 05

事業１



款

目

010

02

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３葬祭費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

122

葬祭費
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当 初 予 算

葬祭諸費

０２０２０５０１

保険給付費

葬祭費

項 05



（単位：千円）

-85-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -201,606

 239,981

保険者努力支援分
47,040

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

02-01-01-01-01/0130500000/0505 1
災害臨時特例補助金

名　　　　　　　称
充 当 額

91.8

査定額 増減額

0
2,921,754
-201,606

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-179,727

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分 3,231,354

2,921,754

214 3,231,284 3,123,360 2,921,754

3,123,360

要求出力段階

157,000

-266,997 目
的-201,606

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

3,123,360

3,231,284

03

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
1本年度予算額

増減額
構成比(%)

1

0 261,860

0.0 8.2
-21,880

国庫支出金 県支出金

3,231,284 3,123,360

0.0
0

2,921,754

3,123,360
03-01-01-02-01/0130500000/0505

03-01-01-02-02/0130500000/0505

都道府県繰入金特別交付分

特別調整交付金分（市町村向け）

 連結区分３  

事業区分３

144,61803-01-01-02-03/0130500000/0505

48,322

3,123,360 2,921,754

 

-201,606

0 -201,606

0

3,123,360 2,921,754 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-201,606

-201,606

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

3,231,284

3,231,284 2,921,754

医療給付費分

０２０３０１０１

医療給付費分

医療給付費分

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,369,8954,826,959

16,591,000

4,636,892

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

2,861,500
239,980 0 0 2,681,773

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      被保険者数の減少等により、県から提示された納付金額が減少したため

款

目

010

03

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３医療給付費分

国保年金課

01

所属

214

医療給付費分事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：3,231,284千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    県へ納付金(医療給付分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　県へ納付金(医療給付分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。
　　・令和6年度　県へ納付金(医療給付分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：3,123,360千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：2,921,754千円（　　）

　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　納付金は、医療給付費等の原資として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付する。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

医療給付費分

０２０３０１０１

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

項 01

事業１



款

目

010

03

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３医療給付費分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

214

医療給付費分
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当 初 予 算

医療給付費分

０２０３０１０１

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

項 01



（単位：千円）

-89-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -54,038

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
1,103,811

-54,038
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-54,038

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分 1,216,667

1,103,811

216 1,214,508 1,157,849 1,103,811

1,157,849

要求出力段階

157,000

-266,997 目
的-54,038

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1,157,849

1,214,508

03

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

1,214,508 1,157,849

0.0
0

1,103,811

1,157,849

 連結区分３  

事業区分３

1,157,849 1,103,811

 

-54,038

0 -54,038

0

1,157,849 1,103,811 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-54,038

-54,038

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

1,214,508

1,214,508 1,103,811

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

後期高齢者支援金等分

後期高齢者支援金等分

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,369,8954,826,959

16,591,000

4,636,892

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

1,157,849
0 0 0 1,103,811

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      被保険者数の減少等により、県から提示された納付金額が減少したため。

款

目

010

03

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３後期高齢者支援金等分

国保年金課

01

所属

216

後期高齢者支援金等分事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：1,214,508千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。
　　・令和6年度　県へ納付金(後期高齢者支援金等分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：1,157,849千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：1,103,811千円（　　）

　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　 納付金は、医療給付費等の原資として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付する。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

項 02

事業１



款

目

010

03

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３後期高齢者支援金等分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

216

後期高齢者支援金等分

-91-

当 初 予 算

後期高齢者支援金等分

０２０３０２０１

国民健康保険事業費納付金

後期高齢者支援金等分

項 02



（単位：千円）

-93-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
負担金、補助及び交付金                   18

節
0 -11,353

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
344,330
-11,353

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
-11,353

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分 378,938

344,330

218 378,938 355,683 344,330

355,683

要求出力段階

157,000

-266,997 目
的-11,353

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

355,683

378,938

03

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

378,938 355,683

0.0
0

344,330

355,683

 連結区分３  

事業区分３

355,683 344,330

 

-11,353

0 -11,353

0

355,683 344,330 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-11,353

-11,353

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

378,938

378,938 344,330

介護納付金分

０２０３０３０１

介護納付金分

介護納付金分

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

4,369,8954,826,959

16,591,000

4,636,892

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 新規

355,683
0 0 0 344,330

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      被保険者数の減少等により、県から提示された納付金額が減少したため。

款

目

010

03

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３介護納付金分

国保年金課

01

所属

218

介護納付金分事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：378,938千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、引き続き、安定した国民健康保険事業に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努めた。
　　・令和6年度　県へ納付金(介護納付金分）を納付することで、安定した国民健康保険事業に努める。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）： 　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：355,683千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：344,330千円（　　）

　　　　・内　　容　平成30年度の国民健康保険の制度改正に伴い、県が財政運営の主体となった市から県へ納める納付金
　　　　　　　　 納付金は、医療給付費等の原資として県内各自治体の被保険者数等による各市町村が按分して納付する。 
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-94-

当 初 予 算

介護納付金分

０２０３０３０１

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分

項 03

事業１



款

目

010

03

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３介護納付金分

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

218

介護納付金分
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当 初 予 算

介護納付金分

０２０３０３０１

国民健康保険事業費納付金

介護納付金分

項 03



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
役務費                           11

節
0 890

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
3,630

890
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
890

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

保健事業費 47,259

55,137

134 47,259 59,046 55,137

59,046

要求出力段階

157,000

10,277 目
的-3,909

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

2,740

2,452

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

2,452 2,740

0.0
0

3,630

2,740

 連結区分３  

事業区分３

59,046 55,137

非主要

-3,909

0 -3,909

0

2,740 3,630 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

890

890

国民健康保険事業特別会計

  

47,259

2,452 3,630

保健衛生普及費

０２０４０２０１

医療費通知費

医療費通知費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

206,808169,569

16,591,000

196,531

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

2,740
0 0 0 3,630

0
0

0



６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

款

目

010

04

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３医療費通知費

国保年金課

01

所属

134

医療費通知費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　2,452千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、引き続き、医療費の適正化に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の適正化に努めた。
　　・令和6年度 被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送し、医療費の適正化に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    該当なし

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円（　　）

　　　　・計　　画  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　2,740千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　3,630千円（　　）

　　　　・内　　容　年2回、被保険者あてに受診した医療機関や費用額等の通知を発送（当予算では郵送費のみ計上）
　　　　・目　　的　被保険者に医療費費用額を通知することにより、医療費適正化を推進するとともに、健康に対する認識を
　　　　　　　　深めるもの

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

010

04

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３医療費通知費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　　　・内　容　該当なし

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

      郵送単価の増

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし
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医療費通知費
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当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



（単位：千円）

-101-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           
負担金、補助及び交付金                   

10
11
12
18

節

-5,000
920 800 1,000 0

0 -22
23

200

 7,843

43,640 55,000 50,000 0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-04/0130500000/0505 7,843
特定健診等負担金

名　　　　　　　称
充 当 額

84.8

査定額 増減額

0
51,507
-4,799
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

0.1
0.9

97.1

0.0
-4,523

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

保健事業費 47,259

55,137

134 47,259 59,046 55,137

59,046

要求出力段階

157,000

10,277 目
的-3,909

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

56,306

44,807

04

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 8,119

0.0 15.2
-276

247 440 463 0

国庫支出金 県支出金

0 66

0.0
0

44

1.9

56,306

 連結区分３  

事業区分３

59,046 55,137

非主要

-3,909

0 -3,909

0

56,306 51,507 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

-4,799

-4,799

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

47,259

44,807 51,507

保健衛生普及費

０２０４０２０１

一日人間ドック事業費

一日人間ドック事業費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

206,808169,569

16,591,000

196,531

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

48,187
7,843 0 0 43,664

0
0

0



    該当なし

       対象者の減少による減

款

目

020

04

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

134

一日人間ドック事業費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：56,306千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市総合健康診査実施要綱
　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険第3期データヘルス計画

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努めた。
　　・令和6年度 人間ドック受検者へ費用を助成することで、被保険者の健康の保持増進に努める。

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    人間ドック受検者へ費用を助成することで、引き続き、被保険者の健康の保持増進に努める。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：44,807千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：51,507千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　疾病予防・早期発見のため、一日人間ドック受検費用の一部を助成する。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01

事業１



款

目

020

04

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一日人間ドック事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

134

一日人間ドック事業費
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当 初 予 算

保健事業費

０２０４０２０１

保健事業費

保健衛生普及費

項 01



（単位：千円）

-106-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
需用費                           
役務費                           
委託料                           

10
11
12

節

3,607

0 132
203

 29,424

89,960 98,626 102,233 0

特定健診等負担金

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

03-01-01-02-02/0130500000/0505 6,250
特別調整交付金分（市町村向け）

名　　　　　　　称
充 当 額

73.3

査定額 増減額

0
110,228

3,942
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

1.6
5.7

92.7

0.0
-1,495

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

特定健康診査等事業費 122,310

151,671

133 122,310 137,485 151,671

137,485

要求出力段階

157,000

10,277 目
的14,186

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

106,286

96,979

04

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 23,987

0.0 26.7
5,437

6,039 6,024 6,227 0

国庫支出金 県支出金

981 1,636

0.0
0

1,768

106,286
03-01-01-02-04/0130500000/0505

 連結区分３  

事業区分３

23,174

137,485 151,671

非主要

14,186

0 14,186

0

106,286 110,228 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

3,942

3,942

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

122,310

96,979 110,228

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

特定健康診査事業費

特定健康診査事業費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

206,808169,569

16,591,000

196,531

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

82,299
29,424 0 0 80,804

0
0

0



    該当なし

      人件費の増及び特定健康診査費用単価の増

款

目

010

04

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３特定健康診査事業費

国保年金課

01

所属

133

特定健康診査事業費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：106,286千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市国民健康保険特定健康診査、特定保健指導実施要綱
　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（第4期）、秦野市国民健康保険データヘルス計画（第3期）

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知
　　・令和6年度　健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    健診実施医療機関への委託料の支払い。市民の日等イベントで受診率向上の広報、周知

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）： 96,979千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：110,228千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　 　　千円（　　）

　　　　・内　　容　生活習慣病予防の観点から健診の実施。受診率向上に向けての広報、周知
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-107-

当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02

事業１



款

目

010

04

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３特定健康診査事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

133

特定健康診査事業費

-108-

当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02



（単位：千円）
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令和 7年 2月12日

計

0.015 15 0 0
2,594 7,791 0 5,197

428 428 0 0
258 311 0 53

472
57
39

6,424
0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

負担金、補助及び交付金                   

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

委託料                           
18

節

1,302
642 1,241 1,241 0

0 2,416
1,312

0

0

1,920 3,020 4,322 0

674

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
41,443
10,244
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

47.5
16.9

1.6

10.4

0.0
10,244

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

保健事業費

特定健康診査等事業費 122,310

151,671

133 122,310 137,485 151,671

137,485

要求出力段階

157,000

10,277 目
的14,186

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

020

001

31,199

25,331

04

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

2,184 5,700 7,012 0

国庫支出金 県支出金

13,592 17,269

0.0
0

19,685

638 0 -36
3.0

31,199

1.0
0.8

18.8

 連結区分３  

事業区分３

137,485 151,671

非主要

14,186

0 14,186

0

31,199 41,443 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

10,244

10,244

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

122,310

25,331 41,443

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

特定保健指導事業費

特定保健指導事業費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

206,808169,569

16,591,000

196,531

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

31,199
0 0 0 41,443

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      人件費の増及び服薬重複・頻回・多剤投薬者保健指導外部委託等による委託費の増のよるもの（補助率10/10）

款

目

020

04

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 2月12日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３特定保健指導事業費

国保年金課

01

所属

133

特定保健指導事業費事業２

　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：25,330千円（　　）

　　　　・目 標 値  該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法、秦野市国民健康保険特定健康診査、特定保健指導実施要綱

　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

    特定保健指導の実施により、引き続き、被保険者の健康の保持増進に努める。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　特定保健指導の実施により、被保険者の健康の保持増進に努めた。
　　・令和6年度　特定保健指導の実施により、被保険者の健康の保持増進に努める。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　　果  該当なし

　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・計　　画  秦野市国民健康保険特定健康診査等実施計画（第4期）、秦野市国民健康保険データヘルス計画（第3期）

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：31,199千円（　　）
　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：41,443千円（　　）

　　　　・内　　容　特定保健指導の実施、広報、周知のため各種イベントに出展。
　　　　　　　　　健診結果より、動機付け支援、積極的支援の対象者に対し保健指導を行う。
　　　　・目　　的　国民健康保険法等に基づき、安定した国民健康保険事業の運営を推進する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02

事業１



款

目

020

04

001

令和 7年 2月12日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３特定保健指導事業費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

133

特定保健指導事業費
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当 初 予 算

特定健康診査等事業費

０２０４０１０１

保健事業費

特定健康診査等事業費

項 02



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
積立金                           24

節
0 136

 140

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

04-01-01-01-03/0130500000/0505 140
財政調整基金利子収入

名　　　　　　　称
充 当 額

0.0

査定額 増減額

136
140
136

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

100.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

基金積立金

基金積立金 364,108

140

135 364,108 4 140

4

要求出力段階

157,000

136 目
的136

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

4

364,108

05

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

364,108 4

0.0
0

140

4

 連結区分３  

事業区分３

4 140

非主要

136

0 136

0

4 140 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

136

136

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

364,108

364,108 140

財政調整基金積立金

０２０５０１０１

財政調整基金積立金

財政調整基金積立金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

140364,108

16,591,000

4

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

0
0 0 0 0

4
140

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

（1） 増減理由
      基金保有額の増による預金利子の増

款

目

010

05

001

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３財政調整基金積立金

国保年金課

01

所属

135

財政調整基金積立金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　    4千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　秦野市国民健康保険療養給付費支払準備基金の設置、管理及び処分に関する条例
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

    安定した国民健康保険事業を推進するため、引き続き、秦野市国民健康保険財政調整基金を活用する。

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 安定した国民健康保険事業を推進するため、秦野市国民健康保険財政調整基金を活用した。
　　・令和6年度 安定した国民健康保険事業を推進するため、秦野市国民健康保険財政調整基金を活用する。

    該当なし

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　364,108千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　140千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　   千円（　　）

　　　　・内　　容　秦野市国民健康保険財政調整基金の設置、管理及び処分に関する条例で定める積立金
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

基金積立金

０２０５０１０１

基金積立金

財政調整基金積立金

項 01

事業１



款

目

010

05

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３財政調整基金積立金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・内　容　該当なし

（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組

８　その他
（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）

事業１

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

135

財政調整基金積立金
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当 初 予 算

基金積立金

０２０５０１０１

基金積立金

財政調整基金積立金

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
21
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

公債費

公債費 0

21

209 0 21 21

21

要求出力段階

157,000

0 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

21

0

06

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 21

0.0
0

21

21

 連結区分３  

事業区分３

21 21

 

0

0 0

0

21 21 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

  

0

0 21

利子

０２０６０１０１

一時借入金利子

一時借入金利子

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

210

16,591,000

21

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

21
0 0 0 21

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

06

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一時借入金利子

国保年金課

01

所属

209

一時借入金利子事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　21千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　地方自治法第235条の3第2項
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 一時借入金利子の支出
　　・令和6年度 一時借入金利子の支出

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    一時借入金利子の支出

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　 0千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　21千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　  千円（　　）

　　　　・内　　容　地方自治法第235条の3第2項に定める一時借入金の利子
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-129-

当 初 予 算

公債費

０２０６０１０１

公債費

利子

項 01

事業１



款

目

010

06

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３一時借入金利子

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

209

一時借入金利子
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当 初 予 算

公債費

０２０６０１０１

公債費

利子

項 01



（単位：千円）

-132-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
40,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

諸支出金

償還金及び還付加算金 24,146

40,000

138 24,023 40,000 40,000

40,000

要求出力段階

157,000

97 目
的97

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

40,000

24,023

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

24,023 40,000

0.0
0

40,000

40,000

 連結区分３  

事業区分３

40,364 40,461

非主要

0

0 0

0

40,000 40,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

24,023

24,023 40,000

保険税還付金

０２０７０１０１

保険税過誤納還付金

保険税過誤納還付金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,46124,146

16,591,000

40,364

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

40,000
0 0 0 40,000

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付金

国保年金課

01

所属

138

保険税過誤納還付金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：40,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度　保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払
　　・令和6年度　保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：24,023千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：40,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　地方税法第17条で定める保険税（過年度歳入分）の過誤納還付金
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-133-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０１

諸支出金

保険税還付金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付金

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

138

保険税過誤納還付金

-134-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０１

諸支出金

保険税還付金

項 01



（単位：千円）
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令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
360

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

諸支出金

償還金及び還付加算金 24,146

360

140 116 360 360

360

要求出力段階

157,000

97 目
的97

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

360

116

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

116 360

0.0
0

360

360

 連結区分３  

事業区分３

40,364 40,461

非主要

0

0 0

0

360 360 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

116

116 360

保険税還付加算金

０２０７０１０３

保険税過誤納還付加算金

保険税過誤納還付加算金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,46124,146

16,591,000

40,364

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

360
0 0 0 360

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付加算金

国保年金課

02

所属

140

保険税過誤納還付加算金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　360千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　地方税法第17条
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払
　　・令和6年度 保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    保険税過誤納還付金に対する還付加算金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　116千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　360千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　地方税法第17条の4第1項で定める保険税過誤納還付金に対する還付加算金
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０３

諸支出金

保険税還付加算金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３保険税過誤納還付加算金

国保年金課

02

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

140

保険税過誤納還付加算金

-138-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０３

諸支出金

保険税還付加算金

項 01



（単位：千円）

-140-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 99

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
100
99

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
99

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

諸支出金

償還金及び還付加算金 24,146

100

142 7 1 100

1

要求出力段階

157,000

97 目
的97

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1

7

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

7 1

0.0
0

100

1

 連結区分３  

事業区分３

40,364 40,461

非主要

99

0 99

0

1 100 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

99

99

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

7

7 100

国庫支出金返納金

０２０７０１０５

国庫支出金返納金

国庫支出金返納金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,46124,146

16,591,000

40,364

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

1
0 0 0 100

0
0

0



    該当なし

      令和２年度から国庫返納金が毎年発生する状況となったため、それを見込んでの増

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

03

所属

142

国庫支出金返納金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　1千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 前年度清算に伴う国庫への返納金の支払
　　・令和6年度 前年度清算に伴う国庫への返納金の支払

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    前年度清算に伴う国庫への返納金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　 　 7千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　100千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　　千円（　　）

　　　　・内　　容　前年度清算に伴う国庫への返納金
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-141-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０５

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３国庫支出金返納金

国保年金課

03

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

142

国庫支出金返納金

-142-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０５

諸支出金

国庫支出金返納金

項 01



（単位：千円）

-144-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
償還金、利子及び割引料                   22

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
1
0

100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

04

諸支出金

償還金及び還付加算金 24,146

1

143 0 1 1

1

要求出力段階

157,000

97 目
的97

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

1

0

07

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 1

0.0
0

1

1

 連結区分３  

事業区分３

40,364 40,461

非主要

0

0 0

0

1 1 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 1

療養給付費等交付金返納金

０２０７０１０６

療養給付費等交付金返納金

療養給付費等交付金返納金

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

40,46124,146

16,591,000

40,364

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

1
0 0 0 1

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

07

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養給付費等交付金返納金

国保年金課

04

所属

143

療養給付費等交付金返納金事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　　　　1千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払
　　・令和6年度 過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金の支払

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　　　0千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　　　　1千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　 千円（　　）

　　　　・内　　容　過年度清算に伴う社会保険診療報酬支払基金への返納金
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-145-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０６

諸支出金

療養給付費等交付金返納金

項 01

事業１



款

目

010

07

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３療養給付費等交付金返納金

国保年金課

04

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

143

療養給付費等交付金返納金

-146-

当 初 予 算

償還金及び還付加算金

０２０７０１０６

諸支出金

療養給付費等交付金返納金

項 01



（単位：千円）

-154-

令和 7年 1月30日

計

節　　　　　名
予備費                           28

節
0 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
10,000

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

予備費

予備費 0

10,000

144 0 10,000 10,000

10,000

要求出力段階

157,000

0 目
的0

 

 

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ７年度 当 初 予 算

010

001

10,000

0

08

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

0 10,000

0.0
0

10,000

10,000

 連結区分３  

事業区分３

10,000 10,000

非主要

0

0 0

0

10,000 10,000 0

0

0

0

0

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

国民健康保険事業特別会計

義務的経費事業  

0

0 10,000

予備費

０２０８０１０１

予備費

予備費

16,748,00002

前年当初額 要求額前々年度決算額

10,0000

16,591,000

10,000

国保年金課

款

項

目

事業１

査定額 増減額0130500000

会計

所属

17,187,742

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

10,000
0 0 0 10,000

0
0

0



    該当なし

      該当なし

款

目

010

08

001

（1） 増減理由

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３予備費

国保年金課

01

所属

144

予備費事業２

　　　・令和6年度予算 　 事業費（進捗率）：　10,000千円（　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　国民健康保険法等
　　　　・計　　画  該当なし

（2） 効果・目標値

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

３　令和5年度・令和6年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和5年度 予備費
　　・令和6年度 予備費

５　令和7年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    予備費

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

　　　　・効　　果  該当なし
　　　　・目 標 値  該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和5年度決算　　事業費（進捗率）：　　 　0千円（　　）

　　　・令和7年度予算　  事業費（進捗率）：　10,000千円（　　）
　　　・令和8年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　　）

　　　　・内　　容　予備費
　　　　・目　　的　安定した国民健康保険事業の運営を推進する。
　　　　・ＳＤＧｓ　3 すべての人に健康と福祉を

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 内容・目的・ＳＤＧｓの該当目標

-155-

当 初 予 算

予備費

０２０８０１０１

予備費

予備費

項 01

事業１



款

目

010

08

001

令和 7年 1月30日

会計 02 国民健康保険事業特別会計

歳出予算要求書令和 ７年度

0130500000

事業３予備費

国保年金課

01

所属

事業２

　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（3） 自然災害対策への取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）

（1） 市制施行70周年を契機とした取組
　　　　・予算計上額（うち一般財源）　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし
（2） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　　・内　容　該当なし
（4） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　　・効果額（うち一般財源）　　　　　　0千円（　　0千円）
　　　　・内　容　該当なし

事業１

　　該当なし

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

144

予備費

-156-

当 初 予 算

予備費

０２０８０１０１

予備費

予備費

項 01
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